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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

(イ)連結子会社の状況

　・連結子会社の数 ７社

　・連結子会社の名称 マミヤ・オーピー・ネクオス株式会社

エフ・エス株式会社

キャスコ株式会社

株式会社ネクオス

ユナイテッドスポーツテクノロジーズ・ホールディングス Inc.

ユーエスティ・マミヤ Inc．

マミヤ・オーピー（バングラデシュ）Ltd.

（ロ）非連結子会社の名称等

　・非連結子会社の名称 カマタリ(タイランド)Co.,Ltd.

台湾キャスコCo.,Ltd.

キャスコゴルフ（タイランド）Co.,Ltd.

　・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及

ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

（イ）持分法適用の非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の関連会社の数 １社

・持分法適用会社の名称 ジャパンネットワークシステム株式会社

（ロ）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

・持分法を適用していない非連結

子会社

・持分法を適用していない

　関連会社

カマタリ(タイランド)Co.,Ltd.

台湾キャスコCo.,Ltd.

キャスコゴルフ（タイランド）Co.,Ltd.

ＭＪＳソーラー株式会社

・持分法適用しない理由 当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算

書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要

性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。
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(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、マミヤ・オーピー・ネクオス株式会社、エフ・エス株式会社、キャスコ

株式会社及び株式会社ネクオスは連結決算日と一致しておりますが、在外連結子会社は12月31日で

あります。連結計算書類作成に当たっては、連結子会社の決算日現在の計算書類を使用しておりま

す。

　ただし、連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行ってお

ります。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

　イ．有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券

　 ・時価のあるもの 　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額金は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

　 ・時価のないもの 　主として移動平均法による原価法を採用しております。

　ロ．たな卸資産の評価基準及び

　 評価方法

　主として、総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下による簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　イ．有形固定資産（リース資産を

　 除く）

　当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。た

だし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設

備及び構築物は定額法を採用しております。また、在外連結

子会社は当該国の会計基準の規定に基づく定額法を採用して

おります。

　ロ．無形固定資産 　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

　ハ．リース資産 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準

　イ．貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

　ロ．賞与引当金 　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当

連結会計年度に負担すべき額を計上しております。
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　ハ．役員退職慰労引当金 　子会社の一部は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上しております。

④ その他連結計算書類作成のための重要な事項

　イ．退職給付に係る会計処理の方法　従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る負債及び

退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しており

ます。

　子会社の一部は当連結会計年度末における退職給付債務見

込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額

を計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、

退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方

法については、期間定額基準によっております。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間内の一定の年数（５年）による定額法により発生の翌連

結会計年度から費用処理しております。

　また、未認識数理計算上の差異については、税効果を調整

の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給

付に係る調整累計額に計上しております。

　ロ．ヘッジ会計の処理 　金利スワップについては、特例処理の要件を充たしている

ため、特例処理によっております。

　ハ．のれんの償却に関する事項 　効果の発現する期間（10年）で均等償却しております。

　ニ．消費税等の会計処理 　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており

ます。

　ホ.連結納税制度の適用 　当連結会計年度より、連結納税制度を適用しております。
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２．会計方針の変更に関する注記

　

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得

した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これらの変更等が損益に与える影響は軽微であります。

３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

工場財団以外の抵当

①担保に供している資産

建物及び構築物 910,727千円

土地 3,211,028千円

計 4,121,755千円

②担保に係る債務

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む） 3,442,400千円

　

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,082,691千円
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４．連結損益計算書に関する注記

　 減損損失

　 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産において減損損失を計上しております。

　（１）減損損失を認識した資産

場所 事業 用途 種類 金額（千円）

香川県 スポーツ事業 遊休資産 土地 52,105

　（２）資産のグルーピングの方法

　 原則として管理会計上の区分をグルーピングの単位としております。ただし、将来の使用が見

　 込まれていない遊休資産については、個別の物件ごとにグルーピングしております。

　（３）減損損失の認識に至った経緯

　 スポーツ事業において、遊休化した土地の帳簿価額を回収可能額まで減損し、特別損失に計上

　 しております。

　（４）回収可能価額の算定方法

　 スポーツ事業における遊休化した土地は、正味売却価額より測定し、売却予定額を基にした価

　 額により評価しております。
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 9,358,670株

２．剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　平成28年６月29日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

①配当金の総額 467,887千円

②１株当たり配当額 5円

③基準日 平成28年３月31日

④効力発生日 平成28年６月30日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　平成29年６月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次の

とおり提案しております。

①配当金の総額 464,263千円

②１株当たり配当額 50円

③基準日 平成29年３月31日

④効力発生日 平成29年６月30日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

３．当連結会計年度末の新株予約権の目的となる株式の種類及び数

普通株式 252,000株
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、資金調達については主に

自己資金及び銀行借入や社債発行により調達しております。受取手形及び売掛金に係る顧客の信用

リスクは、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先

の信用状況を毎期ごとに把握しております。また、投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業

の株式であり、定期的に時価の把握を行っております。

　支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であり、手許流動性を月間経常支出

の1.5ヶ月以上の維持を基本としております。借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資

金調達とし、長期借入金は主に設備投資及び新規事業投資に係る資金調達として行っております。

変動金利の借入金のうち、長期のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し、支払利

息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引(金利スワップ取引）を行っておりま

す。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。

(単位：千円)

連結貸借対照表
計上額（※）

時価（※） 差額

① 現金及び預金 8,130,283 8,130,283 －

② 受取手形及び売掛金 3,372,436 3,372,436 －

③ 投資有価証券
　 その他有価証券

397,935 397,935 －

④ 長期貸付金 561,706 565,698 3,991

⑤ 支払手形及び買掛金 (2,153,848) (2,153,848) －

⑥ 短期借入金 (1,600,000) (1,600,000) －

⑦ １年内償還予定の社債
　 及び社債

(1,040,000) (1,002,687) △37,312

⑧ １年内返済予定の長期借
　 入金及び長期借入金

(5,232,530) (5,293,777) 61,247

⑨ デリバティブ取引 － － －

（※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

① 現金及び預金、並びに ② 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

③ 投資有価証券 その他有価証券

これらの時価について、取引所の価格によっております。

　 ④ 長期貸付金

　長期貸付金の時価については、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュフローを国債の利

　 回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率または新規貸付けを行った場合に想定され

　る利率で割り引いた現在価値により算定しております。

⑤ 支払手形及び買掛金、並びに⑥ 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

⑦ １年内償還予定の社債及び社債、並びに ⑧ １年内返済予定の長期借入金及び長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を同様の社債発行又は新規借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法によっております。なお、一部の変動金利による長期借入金は金

利スワップの特例処理の対象とされており（下記⑨参照）、当該金利スワップと一体として処理さ

れた元利金の合計額を同様の借入れを行った場合に適用されると合理的に見積もられる利率で割り

引いて算定する方法によっております。

⑨ デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理され

ているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。（上記⑧参照）

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額2,101,096千円）は、市場価額がなく、かつ将来キャ

　 ッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた

　 め、「③投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。
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７．賃貸等不動産に関する注記

（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び国内連結子会社の一部では、東京都、香川県及び海外において賃貸用のオフィスビル

（土地含む。）等を有しております。また、香川県において遊休不動産の一部を賃貸しております。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 当期末の時価

2,462,826 2,488,415
　

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

（注２）当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を

用いて調整を行ったものを含む。）であります。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,574円54銭

(2) １株当たり当期純利益 55円68銭

（注）当社は、平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っておりますが、

　 当連結会計年度の期首に株式併合が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純

　 利益を算定しております。

　

９．その他の注記

追加情報

　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28

　 日） を当連結会計年度から適用しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記等

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

　・関係会社株式 　移動平均法による原価法を採用しております。

　・その他有価証券

　 時価のあるもの 　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

を採用しております。

　 時価のないもの 　移動平均法による原価法

② たな卸資産 　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの方法により算定）を採用しており

ます。

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 　当社は定率法を採用しております。ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成

28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額

法を採用しております。

② 無形固定資産 　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

② 賞与引当金 　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当

事業年度に負担すべき額を計上しております。

③ 退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職

給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま

す。

(4) その他計算書類作成のための基本となる事項

① ヘッジ会計の処理 　金利スワップについては、特例処理の要件を充たしている

ため、特例処理によっております。

② 消費税等の会計処理 　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており

ます。
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③連結納税制度の適用 　当事業年度より、連結納税制度を適用しております。

２．会計方針の変更に関する注記

　

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した

建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これらの変更等が損益に与える影響は軽微であります。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

工場財団以外の抵当

①担保に供している資産

建物及び構築物 910,727千円

土地 3,211,028千円

計 4,121,755千円

②担保に係る債務

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む） 3,442,400千円

　

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 240,860千円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

① 短期金銭債権 154,081千円

② 短期金銭債務 1,074,474千円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

　営業取引による取引高

① 売上高 38,157千円

② 仕入高 3,818,429千円

③ 受取業務委託料 207,000千円

営業取引以外の取引による取引高 17,000千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 73,397株

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 (千円)

未払事業税 11,967

関係会社株式評価損 163,214

貸倒引当金 946

会社分割による関係会社株式 190,117

退職給付引当金 35,727

株式報酬費用 8,877

減損損失 17,125

その他 39,591

　小計 467,567

評価性引当額 △397,154

繰延税金資産合計 70,412

繰延税金負債 (千円)

その他有価証券評価差額金 △45,206

繰延税金負債合計 △45,206

繰延税金資産の純額 25,205
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７．関連当事者との取引に関する注記

(1) 子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等の

所有(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
マミヤ・オーピー・
ネ ク オ ス ㈱

所有
直接 100.0％

兼 任
3 名

電子機
器製品
の製造

製品の購入
（注2）
業務受託
（注3）

3,818,429

207,000
買掛金 842,030

子会社 ㈱ ネ ク オ ス
所有
直接 100.0％

兼 任
1 名

その他

資金の貸付
（注4）
利息の受取
(注4）

1,552,000

24,993

長期
貸付金 1,552,000

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）取引金額には消費税を含んでおりません。期末残高には消費税を含んでおります。

（注2）価格等の取引条件は、市場の実勢価格等を参考にして、その都度交渉の上で決定しております。

（注3）業務受託費については、実費相当額になっております。

（注4）資金の貸付けについては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,356円93銭

(2) １株当たり当期純利益 93円28銭

（注）当社は、平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っておりますが、

　 当事業年度の期首に株式併合が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益

　 を算定しております。
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９．重要な後発事象に関する注記

　 連結子会社の吸収合併

　 当社は、当社の完全子会社であるマミヤ・オーピー・ネクオス株式会社を吸収合併することを、

　 平成29年２月８日付の取締役会で決議し、平成29年４月１日付で吸収合併しました。

なお、本合併は当社100％出資の連結子会社を対象とする簡易略式合併となります。

　１．取引の概要

　 （１）統合当事企業の名称及びその事業の内容

　 統合当事企業の名称：マミヤ・オーピー・ネクオス株式会社

　 事業の内容：電子機器製品の開発・製造・販売及びアフターサービス等

　 （２）企業結合日

　 平成29年４月１日

　 （３）企業結合の法的形式

　 当社を吸収合併存続会社、マミヤ・オーピー・ネクオス株式会社を吸収合併消滅

会社とする吸収合併

　 （４）結合後企業の名称

　 マミヤ・オーピー株式会社

　 （５）取引の目的

　 当社グループにおける収益の柱である電子機器事業の市場である遊技機関連業界を

　 巡る事業環境は厳しさを増し続けており、さらなる成長に向けての明確な展望がにわ

　 かには見出し難い情勢です。本合併は、このような環境下において、当該事業における

　 経営資源を集約し組織運営の一体化を進めることで事業基盤の強化と経営の効率化を

　 図ると共に、当社グループが誇る洗練された「ものづくり」システムと高度な技術

　 開発力を、マーケットインの視点を大切にしつつ新規事業に展開することを通じて事業

　 ポートフォリオを再構築し、企業価値の一層の向上を実現することを目的としております。

　２．実施した会計処理の概要

　 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）及び「企

　 業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

　 10号 平成25年９月13日）に基づき、共通支配下の取引等として会計処理を行って

　 おります。

１０．その他の注記

追加情報

　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28

　 日） を当事業年度から適用しております。
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